橘木俊詔『格差社会』
あとがき
戦後の長い間、日本は１億総中流の国であると、国民の多くが信じてきた
経済効率性と公平性（平等性）の双方を満たす国として、世界に誇ってきた
しかし、1980年代あたりから所得分配の不平等化が進行し、21世紀に入って貧富の格差がさらに大きくなった
2006年7月OECD「対日経済審査報告書」
・日本は勤労世代（18歳～65歳）に関する貧困率は先進国の中でアメリカに次いで第2位
・国民全体を対象にすると、日本の貧困率は先進国の中で第3位
不況が所得分配の不平等化の原因であったことは確実だが
日本の社会・経済がここ20～30年で、長期的な変化の中にあることが、格差拡大の主要原因である
格差社会を議論するときは、（１）機会の平等・不平等、（２）結果の平等・不平等、（３）効率性と公平性の関係、（４）政府の役割、（５）企業と人々の意識と行動の変化、に注目することが肝要
格差拡大の是非を論じるときは、経済学が合理的かつ科学的に分析して、実態を判断する際の客観的な資料を提供できる
しかし、人々の価値判断にも依存するところも少なくない
最終的には格差社会を読者がどのように判断するかにかかっている
結論は次のようにまとめられる
１．格差拡大は進行中、貧困者の増加がみられる
２．日本では経済効率を犠牲にせずに、機会と結果の双方において格差是正策を採ることができる
３．格差是正策の基本は、教育、社会保障、雇用の分野にある
具体的な政策については、いたるところでかなり明確に述べたつもりである
